
 

 

令和元年度 事業計画 

１ 基本方針 

本格的な高齢化社会を迎え、少子化による若年層を中心とする労働力の減少

に対応して、65歳までの雇用継続制度により高年齢者が労働力不足を補うとと

もに地域社会において活躍することが求められています。 

これからは、高齢者が長年培った知識と経験という財産を希望と能力に応じ

て社会全体の活力維持に役立てるものであり、その中核的な枠組みとしてのシ

ルバー人材センターの役割はますます重要となっております。 

センターに対する地域社会の様々な需要に応え、センターの存在意義をより

高めるために会員の増強、就業機会と受注量の拡大に努めると共に、質の高い

サービス提供の推進や各職種の育成に努め、事業の継続と発展に努めます。 

引き続いて、健全な財政運営の確立と計画的な事業展開に向けて、効率的な

組織、堅実な資金運営、経費節減等に努めます。 

広く公共の利益を図ることを目的とした公益社団法人としての務めを、会員、

役職員が一丸となって積極的に果たしてまいります。 

２ 事業計画 

（１）会員目標数 

  正会員数                      1,100人 

   会員数は、平成 23年度の会員数 1,207 人を最高に、平成 24年度から減

少傾向にあり、平成 30 年度は 997 人という状況でした。今後とも会員の

減少傾向に歯止めをかけ、増加に転じるよう改善する必要があります。 

イベント等を通じたチラシ等によるＰＲ活動や新聞広告などの取組みを

はじめ、賛助会員企業等への広報活動、昨年度から実施したポイント表彰

制度の継続等により、会員の増強に取組みます。また、福祉・家事援助サ

ービス事業の拡充に加え、女性の集い等を充実し、女性会員の一層の増強

に取り組みます。 

「一人が一人の仲間を増やそう」を合言葉に、会員、役員、職員が力を

合わせて正会員の増強に努めます。 



 

 

（２）受注件数目標 

    受注総件数                   10,200 件 

       内訳     公共   10.8 ％    1,100  件 

              民間   89.2 ％    9,100  件 

                （月平均）        850  件 

（３）受注契約目標金額 

    契約総金額                 501,000  千円 

       内訳     公共   39.9  ％   200,000  千円 

              民間   60.1  ％  301,000 千円 

                （月平均）     41,750 千円 

（４）就業延人員目標 

    就業延人員                 97,000 人日 

                （月平均）     8,083 人日 

（５）就業率目標                    82.7 ％ 

（６）組織体制の強化 

  シルバー人材センター事業をより一層充実したものとするため、「自主・自

立、共働・共助」の基本理念に基づき、会員の自主的な運営が図れる体制を

推進し安定的な組織の確立に努めます。このため、次により組織体制の強化

を図ります。 

・地区班及び職種班の充実 

・専門委員会、安全委員会、女性委員会等各種委員会の活性化 

・事業の拡大と質の高いサービス提供 

・就業ニーズと仕事紹介のミスマッチの解消及び職種別の後継者育成 

・地区総会の開催 

（７）普及啓発活動の推進 

シルバー人材センター事業の意義や理念、仕組み、活動内容等を地域社会

に広く周知し、センターに対する理解と支援が得られるよう、次の普及啓発

活動を推進し、健康で働く意欲のある高年齢者の加入を促進します。 



 

 

・入会説明会（毎月 2回、原則第 2・第 4火曜日）の開催 

・仕事の説明会（年 1回、4会場）の開催 

・会報「シルバー尾道」の発行（年 2回） 

・市広報への掲載依頼と報道機関への情報提供 

・新聞折込による会員募集の推進 

・リーフレット、チラシ等の配布 

・社会奉仕活動の推進 

・「シルバーの日」の活動の推進 

・尾道みなと祭等のイベントへの参加 

・一般市民対象の各種講習会の開催 

・ホームページの充実 

・ラジオスポットＣＭによる情報発信 

・ポイント表彰制度の実施 

・ビューティー講座の実施 

（８）就業機会の提供拡大 

公共団体、民間企業、一般家庭及び関係団体等に対し、シルバー人材セン

ターが果たす社会的意義と役割について理解を得ることにより、就業機会の

拡大を図り、会員の希望に応じられるよう多様な就業機会の開拓に努めます。 

・会員技能講習等を実施し、技術の向上、サービスの質の向上を図ります。 

・女性会員の福祉・家事援助サービス分野への就業の推進を図ります。 

・接遇研修、技能研修等の充実による、資質向上と就業機会の拡大を図り 

ます。 

・「共働・共助」の意識の浸透を図り、ローテーション就業、グループ就業 

等による公平な就業機会の提供に努めます。 

（９）福祉・家事援助サービス 

会員の経験・知識・技能を生かし、「福祉の受け手」から「社会の担い手」

として地域社会へ積極的に参加できる環境づくりに努め、少子高齢化が進行

する中、高齢者世帯への生活支援、子育て支援等の事業拡充を図ります。 



 

 

（10）独自事業 

会員の経験、技能を生かした就業機会の拡大を図るため、既存事業の推進

を図るとともに、新規事業の調査研究を行います。 

・シルバー観光ガイド事業 

・文学記念室土産品販売事業 

・刃物研ぎ事業 

・ソーイングサービス事業 

・書道教室 

・民芸品「田面船」製作販売 

（11）労働者派遣事業への取組み 

適正就業の推進、就業形態の多様化に対応するため、派遣による就業機会

の拡大を目的とした国の補助事業である「高齢者活用・現役世代雇用サポー

ト事業」を推進し、新たな就業機会の確保に向けて労働者派遣事業の推進に

努めます。このため、企業や商店、各種団体等へのパンフレット送付などの

ＰＲを実施します。 

（12）研修会、講習会の開催 

会員の就業機会の拡大とお客様（発注者）の信頼に応えるため、各種研修

会、講習会等を開催し、技術等の向上やサービスの質の向上など問題解決に

努めます。 

・植木剪定講習会 

・刈払機取扱実技講習会 

・襖・障子張替講習会 

・交通安全研修会 

・観光ガイド研修会 

・筆耕技術研修会 

・福祉・家事援助サービス等研修会 

・会員研修会（接遇等） 

（13）会員の福利厚生活動 



 

 

会員相互の親睦と連帯意識の高揚、会員の健康維持増進を推進します。 

・会員傷害保険及び損害賠償保険の加入 

・熱中症見舞金制度の加入 

（14）安全・適正就業の推進 

会員の安全就業を最重要事項として「安全はすべてに優先する」を基本に、

事故ゼロを目指して、安全就業意識の高揚、安全・適正就業の徹底を推進す

るため、次の事業等に取り組みます。 

・安全就業標語の募集と安全就業標語選考会の開催 

・安全就業推進大会の開催 

・安全委員会の開催 

・安全講習会の開催 

・危険箇所等就業現場における確認と注意事項の徹底 

・就業前のミーティングの徹底 

・安全装備着用の徹底 

・安全・適正就業心得 10項目の徹底 

・就業現場のパトロールによる指導と安全意識の高揚 

・飛散防止ネット等安全対策用具の貸出し 

（15）高年齢者職業紹介事業  

平成 26 年 10 月より無料職業紹介事業が有料職業紹介事業としてスタート

しましたが、無料職業紹介事業を含めて過去の事業実績はありません。需要

に対応できる体制を継続していきます。 

（16）研修参加 

シルバー事業に関する理解を深め、事業活動の充実・発展を図るため、各

種研修会に参加します。 

・全国シルバー人材センター事業協会総会及び研修会等への参加 

・中国ブロック、県連合会の研修等への参加 

・その他、研修会等への参加 

（17）事務局体制の充実・強化 



 

 

事務局職員は、自らの使命と役割を認識し、事務能力の向上や能率アップ、

課題解決に積極的に取り組みます。 

・職員会議を開催し、課題認識を統一して問題解決に取り組みます。 

・研修会等に参加し、事務能力の向上を図り、活力ある事務局体制を築き

ます。 

（18）事業運営の健全化 

補助金の要望活動等に取り組むとともに、受注の拡大による財政基盤の強

化と運営経費の節減を図り、財政の健全化に努めます。 

（19）関係機関・団体との連携強化 

関係行政機関、広島県シルバー人材センター連合会、備後地区シルバー人

材センター連絡協議会並びに県内の各センターとの連携を密にし、シルバー

事業を円滑に推進し、センターの充実発展に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

令和元年度の事業計画目標数値 

 令和元年度計画 平成３０年度実績 

会員数 1,100人 997 人 

男性 760人 719 人 

女性 340人 278 人 

就業率 82.7 ％ 84.2％ 

就業実人員 910人 839 人 

受託事業収入   

公共 200,000,000 円 186,860,423円 

企業 145,000,000 円 141,968,663円 

家庭 155,000,000 円 148,761,847円 

独自事業 1,000,000 円 923,091円 

   計 501,000,000 円 478,514,024円 

指定管理事業 17,800,000 円 18,255,503円 

労働者派遣事業 25,000,000 円 20,137,080 円 

合計 543,800,000 円 516,906,607円 

受注件数 10,200 件 9,377件 

 


